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【陸上貨物運送事業労働災害防止協会】

24年11月迄の実績
（前回会議報告内容）

平成24年12月～平成25年3月 平成25年4月～平成26年3月 平成26年4月～平成27年3月

計画

１．ブロック支部長会議において、
改革検討専門委員会報告書の内容と
今後の対応について説明し、各支部
長から意見を聴取する。なお、これ
に併せて、常任理事会・正副会長合
同会議において、改革検討専門委員
会報告書の内容と今後の対応につい
て説明する。

１．平成２５年５月に開催される総
代会において、改革検討専門委員会
への対応について説明する。

２．平成２６年度の役員の改選を睨
んでの理事数の減少についての基本
的な考え方を整理するとともに各ブ
ロック支部長会議において、当面の
理事数の削減についての案を示すと
ともに、「定款の変更（案）」を作
成する。但し、当面支部長は理事と
する。
　また、迅速な意思決定のできる体
制の充実を図る観点から、現行の常
任理事会の充実を図る。

１．理事数を段階的に削減すること
とし、当面は、都道府県支部長は理
事とすることで、平成26年5月に開催
する総代会で、「定款の変更」と新
たな理事の選出を行うこととする。
また、併せて常任理事会の充実を図
るものとする。
※理事数を89名から57名にする。常
任理事を3人から5人にする。
　
２．当面は、平成26年総代会で決定
された、新たな体制で、適正に運営
するとともに、報告書の求める理事
数への削減の可能性について、さら
に検討を進めることとする。

実績

・協会内に「検討会」を設置し、執
行機関として必要な理事数や役割等
について検討。

１．ブロック支部長会議での支部長
からの意見聴取等を踏まえ、改革検
討専門委員会報告書への対応につい
て、総代会への報告とするととも
に、平成２６年度の役員の改選時期
に併せて理事数の減少を検討してい
くことにした。

１．平成２５年５月の総代会におい
て、「役員改選期である平成２６年
度の総代会において、理事数を一定
程度削減する方向で検討していく
旨」報告を行った。また、支部運営
は基本的に支部長に任せられてお
り、支部長が理事であることは、当
面必須と考えている旨説明を行っ
た。

２．各ブロック支部長会議（平成26
年1月～3月）において、理事数を一
定程度削減するため定款変更をする
こと及び迅速な意思決定等を行うた
めの常任理事会の充実を図ることに
ついて、意見聴取を行っている。
　意見聴取後、理事数を「83名以上
110名以内」から「50名以上65名以
内」にする定款変更を、平成26年3月
の常任理事会、正副会長会議で審議
する予定。（その後平成26年5月の総
代会に議案として提出予定）

指摘事項に対
する進捗状況

一部取組中・一部検討中

陸上貨物運送事業労働災害防止協会　改革への取組状況

報告書指摘事項

組織運営のあり方

理事数

　理事数については、各団体の
規模等を勘案し根拠法に想定さ
れている執行機関とすべく、迅
速な意志決定を妨げない数（根
拠法に定めている理事数が「５
人以上」とされていることに鑑
み、中央労働災害防止協会及び
建設業労働災害防止協会につい
ては10人以内、その他の労働災
害防止団体については５人）に
削減することにより、労働災害
防止団体としての効果的かつ持
続可能な事業運営に向け、理事
が本来の執行機関としての役割
を主導的に発揮できるような取
組が必要である。
その際には、地域活動の推進
役、組織のまとめ役、各地域の
ニーズ・課題の把握と中央への
意見具申等の現在の理事が担っ
ている役割についても、別の形
で維持されるよう特段の配慮が
必要である。

改革への取組状況等



【陸上貨物運送事業労働災害防止協会】

24年11月迄の実績
（前回会議報告内容）

平成24年12月～平成25年3月 平成25年4月～平成26年3月 平成26年4月～平成27年3月

計画

１．支部の運営形態について、都道
府県トラック協会の公益法人改革へ
の対応に関連し、陸災防と都道府県
トラック協会の関係の明確化を図
る。

２．本部が支部に対して本来あるべ
きガバナンスを徹底することについ
て、本部幹部職員による「検討会」
において、引き続き検討を行う。

１．都道府県支部のあり方につい
て、都道府県トラック協会の公益社
団、一般社団法人への移行を踏ま
え、密接な関係のもと運営されてき
た支部の運営形態、ガバナンスの徹
底を含め、「検討会」で支部のあり
方を今年度中を目途に検討する。

１．前年度までの検討実績を踏ま
え、都道府県支部のあり方につい
て、運営形態、ガバナンスの徹底を
含め「検討会」で検討するととも
に、ブロックを代表する支部の事務
局長による検討会を複数回開催し、
１月までに結論を得て、全国ブロッ
ク支部長会議で検討する。

実績

・「検討会」において検討中。

・平成24年は本部による内部監査を
４支部に対し実施。

・都道府県トラック協会と陸災防支
部との関係について検討。

１．陸災防支部と都道府県トラック
協会はこれまで連携して労働災害防
止に取り組んできたが、その関係を
明確にするため、陸災防支部業務等
に関し、都道府県トラック協会と陸
災防間で、一部の業務の委託契約を
締結した。

２．「検討会」を４回開催し、１の
業務委託契約について検討するとと
もに、支部の運営形態について、関
係団体に全面的に委託すること等に
ついて検討を行った。

１．都道府県支部のあり方について
「検討会」を３回開催し、支部の運
営形態についての検討を行った。ま
た、首都圏の支部との意見交換も３
回行った。その結果、支部の運営を
関係する都道府県トラック協会に全
面的に委託することについては、支
部としての継続性や技能講習の陸災
防としての実施等の点から現時点で
は困難と思料され、引き続きの検討
が必要である。

指摘事項に対
する進捗状況

一部取組中・一部検討中

改革への取組状況等
組織運営のあり方

支部

【中災防】現在支部で行ってい
る業務については、地区安全衛
生サービスセンター及び本部で
対応することも可能であるか
ら、支部を廃止することとして
効率化を図るべきである。

【各業種別団体】一つの法人と
して本部が全ての支部に対し
て、監査等、本来あるべきガバ
ナンスを徹底するべきである。
あるいは、支部という形ではな
く、地域別の関係事業主団体等
に適正な形で業務を委託すると
いう形も考えられる。いずれに
しても、支部の運営形態につい
て団体において検討がなされる
べきである。

報告書指摘事項



【陸上貨物運送事業労働災害防止協会】

24年11月迄の実績
（前回会議報告内容）

平成24年12月～平成25年3月 平成25年4月～平成26年3月 平成26年4月～平成27年3月

計画

１．会員として労働災害防止抑制効
果時等のメリットを実感できるた
め、「メールマガジンの配信」及
び、「特定事業場制度」について、
利用促進のために周知を実施する。

２．「会費や会費の使途のあり方に
ついての見直し」に関しては、直接
会員にかかわるものとして実施して
いる、災防大会、フォークリフト運
転競技大会、安全衛生教育等を含め
さらに検討を行う。

３．「会費がどのように使われたの
か会員に対し公表を検討」について
は、具体的に会費からの支出として
分類できるか検討する。

１．会員として労働災害防止抑制効
果時等のメリットを実感できるた
め、「メールマガジンの配信」及び
「特定事業場制度」について、利用
者の意見を聴取し内容の充実を図
る。

２．「会員や会費の使途のあり方に
ついての見直し」に関しては、現行
の実施事項の充実や新たな実施事項
の検討を行う。

３．「会員がどのように使われたの
か会員に対し公表を検討」について
は、何を会員への支出とするか等に
ついて検討し、公表を行う。

１．以下の取組を継続する。
・当協会のメールマガジンにより、
会員事業場に情報を提供する。
・特定事業場制度により個別会員事
業場の安全衛生水準の向上を支援す
る。

２．「会費や会費の使途のあり方に
ついての見直し」に関しては、
フォークリフト運転者の安全運転技
能評価制度を新たな実施するととも
に、さらに会員に直接かかわる制度
について検討する。

３．「会費がどのように使われたの
か会員に対し公表を検討」について
は、会費からの支出を明確にするこ
とは難しいが、協会の案内リーフ
レットにおいて概要を紹介する、
ホームページでの概要を公開する等
について検討を行い、12月までに対
応する。

実績

・会員を対象としたメールマガジン
を平成24年2月から配信。毎月1日の
定期配信９回の他に、随時の配信６
回を行い、法令改正、行政通達、災
害速報などの情報を迅速かつ分かり
やすく提供。
・平成23年度より会員事業場の安全
衛生管理水準向上の個別支援を行う
「特定事業場制度」を開始。

１．以下について取り組んだ。
・災害速報、災害事例、優良事業場
の災害防止対策事例、行政通達等の
情報をメールマガジンで４回配信す
るとともに、支部を通じた広報によ
り利用促進に取り組んだ。（2,874事
業場が購読）。
・特定事業場制度により個別会員事
業場（304事業場）の安全衛生水準の
向上を支援するとともに、全国ブ
ロック支部長会議の機会に利用促進
に取り組んだ。

２「会費や会費の使途のあり方につ
いての見直し」は、全国ブロック支
部長会議で意見を聴取した。陸災防
としての存在を示すためにも会員へ
の新たな取組の必要性の意見があっ
たが、具体的には今後検討すること
とされた。

３．「会費がどのように使われたの
か会員に対し公表を検討」について
は、全国支部長会議で意見を聴取し
たが、特に会員からの要請はない
が、どのように使われたかの整理は
可能であれば必要であるとの意見が
あった。

１．以下について取り組んだ。
・平成25年4月にアンケートを実施し
た。
・利用者の意見を踏まえながら、左
記の情報をメールマガジンで１３回
配信し、労働災害防止効果が向上す
るように取り組んだ（2,957事業場が
購読）。

・特定事業場制度により個別会員事
業場（110事業場）の安全衛生水準の
向上を支援した。

２．「会費や会費の使途のあり方に
ついての見直し」に関しては、会費
の使途として会員に対する支援の充
実が必要であることから、新たな支
援等を検討するとともに、フォーク
リフト運転者の安全運転技能評価制
度の新たな実施について検討した。

３．「会費がどのように使われたの
か会員に対し公表を検討」について
は、おおよその支出について整理す
ることは可能であるが、明確には難
しいことから、公表には至っていな
い。どこまでの公表とするか、さら
に検討が必要とされた。

指摘事項に対
する進捗状況

一部取組中・一部検討中

　労働災害防止団体として必要
な事業活動を継続的に行うため
の団体全体を支える貴重な財源
となるよう、これらの会費や会
費の使途のあり方について見直
すべきである。その際に、会費
がどのように使われたのかにつ
いて会員に対して公開すること
や、会員として労働災害防止抑
制効果等のメリットを実感でき
る事業運営の仕組みを構築する
ことも併せて検討することが重
要である。

会費

報告書指摘事項

継続的な事業活動を図るための財務のあり方
改革への取組状況等



【陸上貨物運送事業労働災害防止協会】

24年11月迄の実績
（前回会議報告内容）

平成24年12月～平成25年3月 平成25年4月～平成26年3月 平成26年4月～平成27年3月

計画

１．業務及び管理経費の一層の削減
に向けた取組を図るために、パック
旅行の活用、競争入札の徹底、コ
ピー用紙の両面使用等による経費節
減を行う。

１．業務及び管理経費の一層の削減
に向けた取組を図るために、前年度
の経費削減を継続するとともに、更
なる物件費の経費削減を行い、23年
度と比較して2,000千円の経費削減効
果を実施する。

１．業務及び管理経費の一層の削減
に向けた取組を継続する。

実績

・本部職員の大幅削減、事務室・書
庫の縮小、パンフレット等の電子
ファイルでの提供、印刷競争入札の
徹底等により経費を削減。

１．取組実績は以下のとおり。
・24年11月までの実績を踏まえ、旅
費の早割及び航空旅券のパック等の
徹底により削減を図り、23年度と比
較して2,000千円の経費削減効果が生
じた。

・内部で使用のコピー用紙について
は、使用済コピー用紙の裏面使用を
徹底したことにより、経費削減を
図った。

・競争入札を徹底したことにより、
経費削減を図ってきたが、23年度と
の比較では、印刷等の作成部数の違
いもあり支出額の差はないが、単価
は低く抑えることができた。

・平成24年度に組織・事業見直しを
図り職員の削減（9名減）を行い、人
件費の圧縮を行った。

１．取組実績は以下のとおり。
・25年度も2名の職員の削減を行い人
件費の圧縮を行った。

・前年度からの経費節減を継続する
とともに、ＯＡ機器等の無駄な電源
消費の節減に務めたことにより、23
年度と比較して2,000千円の経費削減
が見込める。

指摘事項に対
する進捗状況

取組中

報告書指摘事項
改革への取組状況等

継続的な事業活動を図るための財務のあり方

経費節減

　業務及び管理経費の一層の削
減に向けた取組を図るべきであ
る。一例を挙げると、広告効果
測定を行い、費用対効果の認め
られない広告は廃止する。刊行
物、啓発グッズについては、真
に必要と認められるものに厳選
し統廃合する。印刷物、OA機
器、消耗品等各団体で共通する
物品、役務等の調達について
は、団体毎に行うのではなく一
括して調達する等である。



【陸上貨物運送事業労働災害防止協会】

24年11月迄の実績
（前回会議報告内容）

平成24年12月～平成25年3月 平成25年4月～平成26年3月 平成26年4月～平成27年3月

計画

１．陸運労働災害防止計画案（平成
25年度～29年度）の作成に当たっ
て、事業計画案に当年度の労働災害
減少目標を明記する。

２．外部委員で構成される労働災害
防止対策委員会で事業実施状況等に
ついて評価を受ける。

３．研修会等ではアンケートを実施
し、意見・要望等について事業の改
善を図る。

４．事業の利用の効果の伝え方につ
いて検討する。

１．総代会での陸運労働災害防止計
画案の承認。計画に基づく災害防止
対策の実施に取り組む。また、翌年
度の事業計画に当年度の労働災害減
少目標を明記する。

２．研修会等ではアンケートを実施
し、意見・要望等について事業の改
善を図る。

３．外部委員で構成される労働災害
防止対策委員会で事業実施状況等に
ついて評価を受ける。

４．インストラクター講習受講者の
感想文を機関紙に掲載し広報する。

１．陸運労災防止計画の目標達成に
向けた取組の実施。特に増加の止ま
らない死傷災害防止のために荷役災
害防止を重点とする。

２．外部委員で構成される労働災害
防止対策委員会で事業実施状況等に
ついて評価を受ける。

３．研修会等ではアンケートを実施
し、意見・要望等について事業の改
善を図る。
（アンケートについて、改善の必要
の有無を検討し、必要な場合は次回
の研修会等までに改善を図る。）

４．研修会等の受講者の感想文を機
関紙に掲載するとともに、ホーム
ページの受講案内等にも抜粋を掲載
し、その効果等についての広報を行
う。

実績

・当協会で策定した陸運労災防止計
画（平成20年度～24年度）の目標の
各年度達成状況を踏まえ、毎年度の
事業計画策定に反映。

・毎年度の事業計画策定と実績につ
いては、外部の有識者等からなる
「労働災害防止対策委員会」で年２
回意見聴取と評価等を実施。

・評価結果については当協会のホー
ムページで公開。

・平成24年度の事業計画について
は、労働災害の減少、リスクアセス
メント等の導入割合、図書等の頒布
数、ホームページのアクセス数等の
数値目標を設定。

・研修会参加者に感想文を作成して
もらい、協会の機関紙「陸運と安全
衛生」に掲載し研修会の内容の周知
等を実施。

・研修会開催時にアンケートを実
施。

１．陸運労働災害防止計画案（平成
25年度～29年度）を作成した。ま
た、事業計画案に当年度の労働災害
減少目標を明記した。

２．外部委員で構成される労働災害
防止対策委員会で事業実施状況等に
ついて評価を受けた。

３．インストラクター講習会でアン
ケートを実施し、満足度、要望等を
把握した。その結果、講師の具体的
な経験に基づいた話をして欲しい、
討議型式を増やして欲しい等の要望
があり、経験談を取り入れた講義を
し、また、災害事例で討議型式にし
た。講師養成講座としては、満足の
いく評価を得ている。

４．インストラクター講習受講者に
感想文を書いてもらい、当協会の機
関紙「陸運と安全衛生」に掲載し、
広く受講メリットを広報した。
（１０月号、２月号、３月号）

１．陸運労働災害防止計画を５月の
総代会で決定し、目標達成のため、
災防計画の各事項を事業計画に反映
し、着実に実施した。なお、最重点
としたものは荷役ガイドラインの周
知と荷役災害防止対策の実施。
　
２．５月に決定した事業計画に当年
度の労働災害減少目標を明記した。
【平成２５年の目標】
　死亡者数：対前年4％減（124人以
下）
　死傷者数：対前年比2%減（13,160
人以下）

３．インストラクター講習会でアン
ケートを実施し、満足度、要望等を
把握した。その結果、荷役ガイドラ
インの詳細な説明をして欲しいとの
要望に基づき、カリキュラムに荷役
ガイドラインの説明を追加し、事例
等を紹介し説明した。指導案作成の
時間が足りないとの意見もあった
が、今後、時間配分等検討してい
く。満足との評価を得ている。

４．インストラクター講習受講者の
感想文を当協会の機関紙に掲載し広
報した（７月号、８月号、９月
号）。

指摘事項に対
する進捗状況

取組中

団体毎に労働災害の削減数を必
達目標として掲げ、これを達成
するためには何に取り組まなけ
ればならないのか、何を重点と
するのか、何を対象にどういっ
た事業を行うべきか等につき、
事業計画において具体的な業務
目標を設定する等の取組を検討
すべきである。
また、事業計画の作成に際して
は、産業構造・就業構造・産業
現場等の変化、労働災害の発生
状況、労働者の健康を巡る状況
等総合的に勘案することはもと
より、参与の意見、利用者や潜
在的な利用者層の意見や要望等
の情報をきめ細かく把握すると
共に、実施に際しては、労働災
害の発生状況、アンケートによ
る利用者の評価や意見・要望及
びサービス利用の一定期間経過
後の労働災害防止効果など、常
に事業の成果や課題を把握し、
それに基づく事業の改善を図る
など、ＰＤＣＡサイクルによる
継続的な事業改善を行うことが
必要である。
さらに、各労働災害防止団体が
会員事業場の対して行ったアン
ケート結果を見ると、事業を活
用した有用度については概ね高
い評価を得ていることから、今
後は、研修等の各種事業を単に
ホームページ等で宣伝するに止
まらず、それぞれの事業の価
値、すなわち利用することで具
体的にどのような効果が見込め
るのか及び実際に利用した方の
評価や感想などを効果的に利用
者層に伝えていくこと等によ
り、利用者の拡大を図るべきで
ある。
加えて、会員のニーズへの対応
の観点からは、最近では、海外
に進出する企業が増加してお
り、これら企業の海外派遣労働
者の労働安全衛生水準向上等の
ため、諸外国の情報収集及び提
供の充実化等についても取り組
むことを検討すべきである。

改革への取組状況等
報告書指摘事項

業務運営

目標管理等



【陸上貨物運送事業労働災害防止協会】

24年11月迄の実績
（前回会議報告内容）

平成24年12月～平成25年3月 平成25年4月～平成26年3月 平成26年4月～平成27年3月

計画

１．年末年始労働災害防止強調運動
で「職場の安全衛生自主点検表」(以
下「自主点検表」)を活用し、陸運労
働災害防止規程(以下「災防規程」)
の周知と遵守を図る。

２．平成23年10月に改正をした災防
規程について、「陸上貨物運送事業
労働災害防止規程のあらまし」を
ホームページに掲載することや、
「陸上貨物運送事業労働災害防止規
程の解説」を頒布することで周知を
行う。。

１．夏期、年末年始労働災害防止強
調運動で「自主点検表」を活用し、
災防規程の周知と遵守を図る。

２．引き続き、「陸上貨物運送事業
労働災害防止規程のあらまし」を
ホームページに掲載し周知を行うこ
とや、 「陸上貨物運送事業労働災害
防止規程の解説」（有料）を頒布し
周知する（特に目標数は設定してい
ない）。
　また、災防規程の改正の必要性の
有無については、陸災防本部「検討
会」で検討する。

１．夏期、年末年始労働災害防止強
調運動で「自主点検表」を活用し、
災防規程の周知と遵守を図る。

２．「陸上貨物運送事業労働災害防
止規程のあらまし」をホームページ
に掲載し周知を行うことや、「陸上
貨物運送事業労働災害防止規程の解
説」を頒布し周知する。
　また、当該年度に法令の改正が予
定されていることから、災防規程を
改正する方向で検討する。

実績

・平成23年10月に災防規程の改正を
行い周知を実施。

・災防規程の遵守のため、「職場の
安全衛生自主点検表」の点検項目に
ついて改正内容を盛り込んだものと
するよう見直しを実施。

１．年末年始労働災害防止強調運動
で「自主点検表」を活用し、災防規
程の周知と遵守を図った。

２．計画通り「陸上貨物運送事業労
働災害防止規程のあらまし」をホー
ムページに掲載したことや、「陸上
貨物運送事業労働災害防止規程の解
説」を頒布し周知を図った。

１．夏期、年末年始労働災害防止強
調運動で「自主点検表」を活用し、
災防規程の周知と遵守を図った。

２．労働災害防止規程の順守のため
に、「陸上貨物運送事業労働災害防
止規程のあらまし」の内容をホーム
ページに掲載し周知を図っている。
（※災防規程の改正は厚労省審議会
の審議が必要。）
「陸上貨物運送事業労働災害防止規
程の解説」を特定事業場制度参加事
業場に無償で配布。また支部の災防
大会や総会で頒布し周知を図った。
　また、労働災害防止規程について
は、検討会で改訂の必要性の有無に
ついて検討を行ったが当該年度は改
訂の必要はないとの結論となった。

指摘事項に対
する進捗状況

取組中

　各業種別団体において、各業
種を巡る環境の変化等を踏ま
え、適宜、当該規程の見直しを
行い必要に応じて変更すること
及び、会員の順守状況を定期的
に把握すると共に、その順守を
担保する仕組みを根拠法第37条
に基づき構築すること等によ
り、労働災害防止規程の実効性
を高めるべきである。順守を担
保する仕組みについては、規程
の違反によって発生した労働災
害に係る情報に併せて再発防止
対策を他の会員にも直ちに公表
して同種の災害を防止すること
や、再発防止のために講習や研
修を受講させるなどの取組等が
考えられる。

報告書指摘事項
改革への取組状況等

業務運営

労働災害防
止規程



【陸上貨物運送事業労働災害防止協会】

24年11月迄の実績
（前回会議報告内容）

平成24年12月～平成25年3月 平成25年4月～平成26年3月 平成26年4月～平成27年3月

計画

１．(独)労働安全衛生総合研究所の
専門家の協力のもと作成した「高年
齢運転者の交通労災防止の手引書」
を活用し、１７主要都市で研修会を
開催する。

２．上記手引書を含め有用な情報等
を当協会のホームページやメールマ
ガジンで会員及び一般に提供する。

３．労働安全衛生総合研究所につい
ては、当協会の最重点の荷役災害防
止に関し必要により積極的に情報交
換等を行う。

１．引き続き(独)労働安全衛生総合
研究所との連携を図り、労働災害防
止に係る情報の共有化を図る。

２．陸運業の労働災害防止について
の情報を積極的に提供する。

３．労働災害防止団体相互及び行政
機関との労働災害の防止に関する情
報の共有化を図る取組として、各団
体の災害防止大会、総会等に参加す
る。

１．(独)労働安全衛生総合研究所と
の連携の取組の継続を図る。研究所
主催の荷役災害防止等の検討会の委
員として当協会職員が参加する予
定。

２．陸運業の労働災害防止について
の情報を積極的に提供する。

３．労働災害防止団体相互及び行政
機関との労働災害の防止に関する情
報の共有化を図る。

実績

・厚生労働省委託事業として、
（独）労働安全衛生総合研究所の専
門家等の協力を得て「高年齢運転者
の交通労災防止」の手引書のとりま
とめ。
・労働災害防止規程の改正を行う
際、「労働安全衛生総合研究所」の
意見聴取。
・労働災害防止に資する有益な情報
について、メールマガジン、当協会
ホームページにより、会員事業場及
び一般に発信。

１．「高年齢運転者の交通労災防止
の手引書」を活用した研修会を１７
回、開催した。

２．上記手引書を含め有用な情報等
を当協会のホームページやメールマ
ガジン（１回）で提供した。

３．(独)労働安全衛生総合研究所の
研究者に対しロールボックスパレッ
ト（かご台車）の安全な作業方法に
ついての情報を提供し、より安全な
作業の研究についての協力を行っ
た。研究成果については情報を提供
してもらう予定。

１．取組実績は以下のとおり。
・(独)労働安全衛生総合研究所から
「ロールボックスパレット起因によ
る労働災害の実態と特徴」（論文）
が平成25年8月に送付され、安全管理
士等に供覧した。

・(独)労働安全衛生総合研究所から
ロールボックスパレットの安全な取
扱等を検討する「RBP起因災害防止に
関する手引書作成委員会」の準備に
ついて協力した。

２．新たに策定された荷役ガイドラ
インについてリーフレットを作成す
るとともに、一般にも発信するため
ホームページ等で情報提供した。
　また、荷役ガイドラインの説明会
を全国（４７箇所）で実施した（委
託事業）。

３．林材災防協会の機関紙に「荷役
ガイドライン」の原稿を提供し、そ
の周知を図った（平成26年1月号）。

指摘事項に対
する進捗状況

取組中

　各労働災害防止団体は、相互
間及び行政機関との労働災害の
防止に関する情報の共有化を図
るのみならず、（独）労働安全
衛生総合研究所等調査研究機関
ともコミュニケーションを積極
的に図り、労働災害防止に資す
る有益な情報について会員をは
じめ一般にも発信し、災害防止
に一層の貢献を果たすよう取り
組むべきである。

安全衛生調
査研究活動

改革への取組状況等
報告書指摘事項

業務運営


